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＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等
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同左

関係者と連携した支援 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

精神障がい者に関するケース会議の開催、出席 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

必要に応じた精神障がい者に対する夜間、休日診療の実施 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

他科との連携した支援、身体合併症がある患者への医療の提供 照会した12医療機関のうち、7医療機関で実施 同左

地域住民等の精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援に関す
る普及啓発

照会した36関係団体のうち、2団体で実施 １増加する見込み

協議会への参加 指定相談支援事業所やすらぎ 同左

◎関係団体の取組

精神障がい者に関するケース会議の開催、出席 照会した36関係団体のうち、7団体で実施 ２増加する見込み

【評価】
一部地域ではケース会議や自立支援協
議会への参加等を通じ、関係機関との連
携が図られているほか、既存の支援セン
ターを軸とした取組も実施されている。ま
た、理解促進事業や講演会を通じて、住
民の意識向上に努める動きもみられる。
【課題】
支援対象者が少なく、連携に苦慮してい
ないことから、協議の場は不要と考える市
町村もあり、取組の温度差が見られる。

○ 「精神障がいにも対応した地域
包括ケアシステム」の構築に向
けて、住民の精神障がい者に対
する理解促進及び適切な初期
支援の実施に向けて、後志地域
精神保健協会と協力し普及・啓
発に取り組むほか、精神障がい
のある人やその家族が、地域の
一員として安心して自分らしい
暮らしをすることができるよう、既
に当圏域に設置している保健・
医療・福祉関係者による協議の
場を市町村ごとにも設置できるよ
う、広域での調整に努め、重層
的な連携による支援体制を構築
します。

◎市町村の取組

地域課題を整理・検討することのできる「協議の場」の設置 20市町村のうち、8市町村で実施 １増加する見込み

精神障がい者に関するケース会議の開催

精神保健協会事務局として、研修等の開催、周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

地域生活移行支援協議会における精神障がい支援に関する協議への参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

地域住民等の精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援に関す
る普及啓発

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

市町村が行う　「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」に関する
体制整備への支援

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

精神障がい者に関するケース会議の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

地域生活移行支援協議会における精神障がい支援に関する協議への参加 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

地域住民等の精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援に関す
る普及啓発

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施

同左

◎道立保健所の取組

地域精神医療確保対策事業等の活用による精神科医療体制の確保 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

精神科との連携した支援に関する研修の参加 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ５増加する見込み

精神障がい者交流会の開催 ニセコ町 同左

◎道立保健所の取組

20市町村のうち、9市町村で実施 ２増加する見込み

地域生活移行支援協議会における精神障がい支援に関する協議への参加 20市町村のうち、10市町村で実施 ２増加する見込み

地域住民等の精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援に関す
る普及啓発

20市町村のうち、7市町村で実施 ２増加する見込み

地域精神医療確保対策事業を
実施し、地域の精神科医確保の
ほか、関係機関と連携し、精神
科医療体制の維持に取り組みま
す。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

精神科との連携した支援に関する研修の開催、参加、周知 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

【評価】
一部の相談支援機関からは、精神科医
療機関との連携強化への意欲が示される
等、研修参加への関心も一定程度確認さ
れた。また、実際に地域移行支援連携協
議会への参加を通じて連携体制の構築
に取り組む姿勢も見られる。
【課題】
人員不足や地理的事情により、研修への
参加が困難な地域が存在するため、オン
ライン研修の活用等の広域的な研修機
会の提供が求められる。

精神科との連携した支援に関する研修の参加 20市町村のうち、5市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

精神科との連携した支援に関する研修の開催、参加、周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

地域精神医療確保対策事業を活用した、他病院に対する精神科医師の派
遣

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 １増加する見込み

◎関係団体の取組

【評価】
一部地域においては、現時点で一定数
の精神科医が確保されており、医療提供
体制が維持されている状況が確認され
た。
【課題】
地域によっては医師不足の進行が懸念さ
れることから、関係機関との連携を図りつ
つ、広域的な支援体制の構築が求められ
る。

サテライト診療の実施 寿都町

３増加する見込み

一般科医療機関に勤務するコ
メディカルスタッフや地域の相談
機関職員などを対象とした適切
な精神科医療へのつなぎ等の
連携方法の習得のための研修
会受講を働きかけるなど、人材
育成に取り組みます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

余市町健康づくり計画（いのち支える余市町自殺対策行動計画）懇談会参
加

（医）修徳会林病院 同左

◎関係団体の取組

【評価】
一部市町村においては、住民に寄り添う
相談支援体制の充実を目的に、職員が
積極的に研修へ参加しており、地域にお
ける支援の質の向上が期待される。
【課題】
人員不足により対応が困難であるとする
市町村もあり、地域間で支援体制の構築
状況に差が見られ、職員体制の整備や
研修参加への支援策が必要である。

北海道立精神保健福祉センターが実施する研修への参加 20市町村のうち、7市町村で実施 ４増加する見込み

◎道立保健所の取組

北海道立精神保健福祉センターが実施する研修への参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

黒松内町 同左

町立病院医師との情報共有、連携会議 喜茂別町 同左

心身の状態の不安定な在宅生活者の対応について、医療機関と事前の連
携、情報共有

小樽地域障がい者相談支援センターさぽーとひろば 同左

保健所や市町村等身近な地
域において当事者・家族の相談
支援に従事する職員の専門性
の向上を図るため、北海道立精
神保健福祉センターが開催する
自殺対策、ひきこもり、依存症な
どの支援に関する技術支援や
研修を活用します。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

かかりつけ医と精神科専門医との連携 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

かかりつけ医を対象とした研修の参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 １増加する見込み

北海道立精神保健福祉センターが実施する研修への参加 照会した36関係団体のうち、2団体で実施

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

一般科医療機関から適切に精
神科医療機関につなげるため、
内科医等かかりつけ医を対象と
した研修などにより、連携体制の
構築を促進します。

◎市町村の取組 【評価】
一部の医療機関においては、精神科医
療機関との連携が図られ、相談支援機関
による受診同行や主治医との情報共有も
行われており、地域における対応の体制
整備が進みつつある。また、一部市町村
においては、医療機関から市町村保健福
祉部局への連携体制が構築され、早期
介入に一定の効果を上げている。
【課題】
取組の必要性を認識していない市町村も
見られ、地域間での連携意識に差があ
る。また、入院後のADL低下患者の受け
入れ先不足といった、医療と福祉の連携
強化に向けた課題が見受けられ、対応の
検討が求められる。

　精神病床から退院後の１年以内に地域における
　平均生活日数（日）

330.1 330.1
現状維持

以上
現状値と比較する実績値がないため、
今回、評価不可とする。

　入院後１年時点での退院率（％） 85.2 91.0
現状より

増加
現状値と比較する実績値がないため、
今回、評価不可とする。

◎道立保健所の取組

かかりつけ医を対象とした研修の周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

近隣病院精神科医師との情報共有、連携会議 喜茂別町 同左

町立医療機関と町保健福祉部局の連携

現状値と比較する実績値がないため、
今回、評価不可とする。

　入院後６か月時点での退院率（％） 77.1 84.5
現状より

増加
現状値と比較する実績値がないため、
今回、評価不可とする。

現状維持
　北海道保健福祉部調査
　（令和６年４月時点）

現状維持

住民の
健康状況等

　入院後３か月時点での退院率（％） 62.2 68.9
現状より

増加

　厚生労働省精神保健福祉資料
　（令和４年度）

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

体制整備 　認知症疾患医療センターの整備数 2 2

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

05　精神疾患の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値
目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり
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市町村や関係団体に対する、日中活動の場の整備促進に関する情報提
供、周知

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

地域住民等に対する精神障がいに関する理解を促すための普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

照会した36関係団体のうち、7団体で実施 同左

自立支援協議会において、地域生活支援拠点の整備についての協議 羊蹄山ろく相談支援センター 同左

グループホームや就労支援事業所等日中活動の場の整備 照会した36関係団体のうち、4団体で実施 ２増加する見込み

地域住民等に対する精神障がいに関する理解を促すための普及啓発 照会した36関係団体のうち、4団体で実施 １増加する見込み

精神障がい者に対する相談支援 照会した36関係団体のうち、7団体で実施 同左

地域活動支援センターによる、障がい者に対する創作的活動・生産活動の
機会の提供、社会との交流機会の提供

照会した36関係団体のうち、4団体で実施 １増加する見込み

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

20市町村のうち、10市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

精神障がい者の集いの実施 20市町村のうち、4市町村で実施 １増加する見込み

地域住民等に対する精神障がいに関する理解を促すための普及啓発 20市町村のうち、5市町村で実施 ３増加する見込み

○ 市町村などと連携し、「北海道
障がい福祉計画」に基づき、グ
ループホームや就労支援事業
所など、日中活動の場の整備を
促進します。

◎市町村の取組 【評価】
一部の市町村や関係機関では、障がい
者施設の整備や自立支援協議会の活
用、地域行事を通じた就労支援の取組が
進んでおり、統合失調症を含む障がい者
への日中活動の場の提供に寄与してい
る。また、北海道障がい福祉計画に基づ
いた就労継続支援事業の実施も確認さ
れた。
【課題】
対象者の少なさや資源不足から、協議や
整備に至っていない地域もあるため、地
域ごとの状況に応じた支援の拡充と広域
的な連携の強化が求められる。

グループホームや就労支援事業所等日中活動の場の整備 20市町村のうち、6市町村で実施 同左

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

自立支援協議会において、地域生活支援拠点の整備についての協議 羊蹄山ろく相談支援センター 同左

【統合失調症】

地域住民等に対する精神障がいに関する理解を促すための普及啓発 照会した36関係団体のうち、2団体で実施 １増加する見込み

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

照会した36関係団体のうち、6団体で実施 同左

地域活動支援センターによる、障がい者に対する創作的活動・生産活動の
機会の提供、社会との交流機会の提供

照会した36関係団体のうち、3団体で実施 同左

グループホームや就労支援事業所等日中活動の場の整備 照会した36関係団体のうち、3団体で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

市町村や関係団体に対する、日中活動の場の整備促進に関する情報提
供、周知

未実施 同左

20市町村のうち、4市町村で実施 同左

地域住民等に対する精神障がいに関する理解を促すための普及啓発 20市町村のうち、6市町村で実施 ２増加する見込み

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

20市町村のうち、12市町村で実施 １増加する見込み

○ 市町村などと連携し、「ほっか
いどう障がい福祉プラン」に基づ
き、グループホームや就労支援
事業所等日中活動の場の整備
促進に努めます。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

精神障がい者に対する相談支援等をとおした実態把握 照会した36関係団体のうち、4団体で実施 １増加する見込み

◎医療機関の取組

自立支援協議会における、グループホームや就労支援事業所など日中の
活動の場についての協議

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

地域住民等に対する精神障がいに関する理解を促すための普及啓発

【評価】
一部の関係機関では、毎年度の研修実
施や自立支援協議会でのテーマ設定を
通じて、虐待防止や権利擁護に対する意
識向上が図られており、継続的な取組が
推進されている。
【課題】
隔離・身体的拘束の最小化や療養環境
の改善に向けた取組には地域差がある。
今後は、医療施設の近代化支援制度の
活用を含め、圏域全体での支援体制の
底上げが求められる。

◎道立保健所の取組

医療施設近代化施設整備事業の実施 未実施 同左

精神科実施指導の適正な実施 未実施 同左

定期的なケア会議の継続 羊蹄山ろく相談支援センター 同左

【評価】
地域によっては、対象者の状況に応じた
個別支援が実施されており、相談支援体
制の整備も進んでいる。また、退院後も
継続的にピアサポーターが関わることで、
孤立防止や地域定着への効果が確認さ
れているほか、支援実践の共有や研修会
の開催により、地域ネットワークの強化も
図られている。
【課題】
小規模町村では地域資源が限られてお
り、実際の地域移行が困難な場合もあ
る。今後は、広域的な連携体制の強化が
求められる。

【評価】
一部市町村では障がい者施設や就労支
援事業所が整備され、自立支援協議会
等により支援体制が構築されている。ま
た、地域活動支援センターによる「出張
地活センター事業」を通じ、通所困難な
対象者への支援や障がい理解の普及に
も一定の効果が見られる。
【課題】
人員不足から、日中活動の場やグループ
ホーム等の整備が進んでいない市町村も
ある。特に「住居」の確保や地域資源の
不足が顕著であり、地域の実情に応じた
柔軟な体制整備と圏域全体での調整が
課題である。

グループホームや就労支援事業所等日中活動の場の整備 20市町村のうち、7市町村で実施 １減少する見込み

精神障がい者の集いの実施

◎関係団体の取組

隔離・身体的拘束の最小化や虐待防止等に関する啓発 照会した36関係団体のうち、2団体で実施 １増加する見込み

病棟及び保護室の改修、デイケア施設整備など療養環境の改善や社会生
活機能の回復に努める

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 １増加する見込み

隔離・身体的拘束及び虐待防止等に関するマニュアル等の作成、職員に対
する周知及び研修の実施

照会した12医療機関のうち、7医療機関で実施 同左

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

長期入院から退院した患者に対する相談支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

地域生活移行支援協議会の企画運営、参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

患者の療養環境の改善や社
会生活機能の回復に資するた
め、精神病床における隔離・身
体的拘束の最小化や虐待防止
の取組を推進するほか、医療施
設近代化施設整備事業などを
活用し、病棟及び保護室の改修
やデイケア施設整備の促進に努
めます。

◎市町村の取組

精神科病院における虐待通報受理時への対応、再発防止に向けた指導等 未実施 同左

地域生活移行支援協議会における地域移行・地域定着に関する協議 照会した36関係団体のうち、5団体で実施 ２増加する見込み
基幹相談支援センターにて定期的な訪問を行い日常的な会話や日頃の自宅
の様子などを確認し、必要時に各関係機関と情報共有を図る。また、適切な福
祉サービスなどに繋げる。

羊蹄山ろく相談支援センター 同左

◎関係団体の取組

長期入院から退院した患者に対するピアサポーター等による支援の継続 照会した36関係団体のうち、3団体で実施 １増加する見込み

隔離・身体的拘束の最小化や虐待防止等に関する啓発 未実施 同左

◎医療機関の取組

◎道立保健所の取組

市町村や関係者との長期入院から退院した精神障がい者の実態共有 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

１増加する見込み

地域生活移行支援協議会における地域移行・地域定着に関する協議 20市町村のうち、9市町村で実施 ２増加する見込み

ホームヘルパー等在宅サービスの充実 20市町村のうち、4市町村で実施 ３増加する見込み

長期入院の後に退院した者等
の地域生活の支援のために、ア
ウトリーチ支援を実施するなど、
地域における支援体制の構築を
促進します。

◎市町村の取組

長期入院から退院した精神障がい者に対する相談支援 20市町村のうち、7市町村で実施 ６増加する見込み

障がい者地域活動支援センターや就労支援事業所等の日中の活動の場の
整備

20市町村のうち、5市町村で実施

地域生活移行支援協議会における地域移行・地域定着に関する協議 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 １増加する見込み

レスパイト入院の受入 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 １増加する見込み

◎医療機関の取組

訪問看護等在宅サービズの充実

定期的な退院に向けたケア会議に参加 羊蹄山ろく相談支援センター 同左

地域生活移行支援協議会における地域移行・地域定着に関する協議への
参加や地域移行研修会への参加

羊蹄山ろく相談支援センター 同左

退院前カンファレンスの出席 照会した36関係団体のうち、9団体で実施 １増加する見込み

地域生活移行支援協議会における地域移行・地域定着に関する協議 照会した36関係団体のうち、5団体で実施 １増加する見込み

相談支援専門員による退院に向けた障害福祉サービスの体験的な利用支
援、体験的な入所支援

照会した36関係団体のうち、6団体で実施 １増加する見込み

ピアサポーターによる退院に向けた相談 照会した36関係団体のうち、3団体で実施 ２増加する見込み

同左

精神障害者地域生活支援事業の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

精神科病院に入院している精神障がい者に対する相談、地域資源に関する
情報提供

照会した36関係団体のうち、7団体で実施 １増加する見込み

地域生活移行支援協議会における地域移行・地域定着に関する協議 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

精神科病院におけるピアサポーターの活用 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

精神科病院に入院している精神障がい者に関する退院支援委員会の開催 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

退院前カンファレンスの実施、出席 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

精神科病院に入院している精神障がい者の実態把握 未実施 同左

20市町村のうち、10市町村で実施 ４増加する見込み

障がい者地域活動支援センターや就労支援事業所等の日中の活動の場の
整備

20市町村のうち、6市町村で実施 同左

地域生活移行支援協議会等における地域移行・地域定着に関する協議 20市町村のうち、9市町村で実施 ２増加する見込み

○ 精神科病院に入院している者
の退院促進に向けて、地域の相
談 支 援 事 業 所 や ピ ア サ ポ ー
ター、医療機関等と連携し、地
域移行・地域定着の支援を推進
します。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

精神科病院における入院患者の実態把握 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

退院前カンファレンスの出席 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

精神科病院を退院した精神障がい者に対する相談支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

市町村や関係者に対する、精神科病院に入院している精神障がい者の実
態に関するデータの提供

倶知安保健所、岩内保健所で実施

【評価】
退院促進に向け、相談支援事業所や医
療機関との連携のもと、退院前カンファレ
ンスへの参加や個別支援が実施されて
おり、対象者の状況に応じた対応が進め
られている。市町村や関係団体の取り組
みも増加見込みであるほか、また、ピアサ
ポーターの活用や多職種による支援体
制により、地域移行に実績がみられる地
域もある。
【課題】
地域生活支援拠点事業が未整備の市町
村もあり、支援体制の地域格差が課題で
ある。圏域ごとのニーズを踏まえた支援体
制の構築と、相談支援従事者のスキル向
上のための継続的な取組が求められる。

退院前カンファレンスの出席 20市町村のうち、9市町村で実施 ４増加する見込み

精神科病院を退院した精神障がい者に対する相談支援

◎道立保健所の取組
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり
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同左

介護保険事業所・老人福祉施設等の監査 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

自立支援協議会における、認知症グループホーム等の住まいの場の整備
についての協議

照会した36関係団体のうち、1団体で実施 同左

20市町村のうち、2市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

地域にある認知症グループホーム等の住まいの場の把握 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 市町村などと連携し、「北海道
高齢者保健福祉計画・介護保険
事業支援計画」に基づき、認知
症グループホーム等の住まいの
場の整備を促進します。

◎市町村の取組 【評価】
一部地域では、地域ケア会議等を通じた
関係職種の連携が行われており、高齢者
福祉に関する協議体制が維持されてい
る。また、施設見学等を通じた情報共有も
実施される等、地域資源の把握に向けた
取組も見られる。
【課題】
計画期間中にグループホームの新設予
定がない地域や、施設閉鎖に伴い運営
協議会に参加しなくなったなどの例もあ
り、地域によって取組に差が見られる。今
後は、地域の高齢化やニーズの変化を
踏まえ、計画的な住まいの場の確保に向
けた継続的な協議が必要である。

地域にある認知症グループホーム等の住まいの場の把握 20市町村のうち、15市町村で実施 同左

自立支援協議会における、認知症グループホーム等の住まいの場の整備
についての協議

自立支援協議会における、認知症グループホーム等の住まいの場の整備
についての協議

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

自立支援協議会における、認知症グループホーム等の住まいの場の整備
についての協議

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

介護保険事業所・老人福祉施設等に関する届出等の受付 倶知安保健所、岩内保健所で実施

今後、国が策定する「認知症
施策推進基本計画」に基づく施
策に応じた取組を推進します。

◎市町村の取組

チームオレンジコーディネーターの取得 真狩村 同左

【評価】
認知症疾患医療センターと地域の医療
機関との連携強化に向けた取組が一部
地域で進められているほか、関係機関に
よる協議会への参加等、地域における認
知症対応力向上のための体制づくりが推
進されている。
【課題】
一部地域では人員不足により、体制整備
や研修受講が困難な状況にある。また、
認知症サポート医の養成やスキルアップ
に向けたフォローアップ研修への参加状
況が不十分な地域もあり、今後は認知症
医療体制の底上げを図るための支援体
制の拡充が求められる。

認知症患者に対する認知症疾患医療センターと連携した支援 20市町村のうち、2市町村で実施 ２増加する見込み

認知症疾患医療センターによる後志認知症疾患医療連携協議会の参加 20市町村のうち、3市町村で実施 ５増加する見込み

若年性認知症やＭＣＩに関する知識の普及活動及びその早期介入について （医）北仁会 石橋病院 同左

◎関係団体の取組

余市町医療・介護連携推進協議会参加 － （医）修徳会林病院

認知症患者の意思決定支援 （福）恩賜財団済生会支部北海道済生会小樽病院 同左

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

認知症サポート医による、かかりつけ医に対する認知症診断等に関する助言 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 １増加する見込み

認知症サポート医による介護職・ケアマネージャーへに対する認知症患者
への支援等に関する助言

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 １増加する見込み

【評価】
認知症施策推進基本計画の趣旨に沿い、
認知症への正しい理解を促す取組が進め
られており、学校や地域において、子ども
世代への認知症サポーター養成が実施さ
れている。また、医療機関では意思決定支
援に関する研修の開催が予定されており、
計画に基づく実践的な取組が一部で着実
に進行している。
【課題】
認知症施策が主力業務に含まれない機関
では、未実施の状況が見られる。今後、国
の計画を踏まえた地域全体での施策推進
につながるよう働きかけが必要である。

高校生を対象とした認知症サポーター養成講座の実施 寿都町 同左

学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく理解の促進 小樽市（小樽市保健所） 同左

認知症の人に関する理解を深めるための、本人発信を含めた運動の展開 小樽市（小樽市保健所） 同左

認知症疾患医療センターによる後志認知症疾患医療連携協議会の参加 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 同左

認知症疾患医療センターによる後志認知症疾患医療連携協議会の開催、
参加、周知

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

認知症疾患医療センターによる認知症に関する研修の開催、参加、周知 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎医療機関の取組

認知症疾患医療センターとかかりつけ医等による連携した患者支援 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

地域における認知症の早期発
見・診断体制を強化するため、
かかりつけ医や認知症初期集中
チームへの指導・助言等を行う
認知症サポート医を養成するとと
もに、フォローアップ研修を活用
しスキルアップを図ります。

◎道立保健所の取組

認知症患者に対する認知症疾患医療センターや関係機関と連携した支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

認知症疾患医療センターによる後志認知症疾患医療連携協議会の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

認知症サポート医フォローアップ研修の開催、周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

認知症サポート医フォローアップ研修 の開催、周知 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 同左

認知症疾患医療センターと連携した支援 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 同左

認知症サポート医フォローアップ研修の開催、周知

○ 認知症の人に対して本人の意
思をできるだけくみ取り、それを
踏まえた医療や看護等が提供さ
れるよう、医師を始め歯科医師
や薬剤師、看護職員など、多職
種の医療従事者向けの研修を
活用します。

◎市町村の取組

認知症に関する研修の参加 照会した36関係団体のうち、3団体で実施 １減少する見込み

○ 認知症疾患医療センターを中
心に、地域の実情に応じ、認知
症サポート医やかかりつけ医等
との連携強化を図ります。

◎市町村の取組

○ 認知症ケアの質の向上を図る
ため、介護従事者向けの認知症
に関する専門的な知識・技術を
習得するための研修や、認知症
初期集中支援チームの質の向
上を図るための研修の受講を働
きかけます。

◎医療機関の取組

認知症に関する研修の参加 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 １増加する見込み

◎関係団体の取組

同左

認知症サポーター養成講座への参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 １増加する見込み

認知症に関する普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

【評価】
医療・介護従事者の認知症対応力の向上
に向け、研修受講や情報提供に積極的な
取組が進められており、多職種による支援
体制の質向上が図られている。また、認知
症初期集中支援チームの普及を見据えた
意識も一部機関で見られるなど、専門的知
識の共有に向けた姿勢が見受けられる。
【課題】
一部機関では認知症ケアが主業務とされ
ておらず、取組未実施となっている。また、
認知症初期集中支援チームに関する地域
全体への理解や啓発は十分とは言いがた
く、今後は関係機関全体での研修参加の
促進と、チームの機能強化に向けた取組
が求められる。

認知症に関する研修の参加 20市町村のうち、15市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

認知症に関する研修の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

認知症サポーター養成講座への参加 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 １増加する見込み

認知症に関する普及啓発 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

○ 認知症への社会の理解を深め
るため、認知症に関する正しい
知識と理解を持って、認知症の
人や家族を見守る認知症サポー
ター等の養成を進めるとともに、
認知症の日（９月21日）及び月
間（９月）など機会を捉えた認知
症に関するイベント等を活用し、
普及啓発の取組を推進します。

◎市町村の取組 【評価】
多くの市町村において取組が実施されて
いるほか、一部の市町村や関係機関にお
いては、認知症地域支援推進員や地域包
括支援センター等を活用し、認知症サポー
ター養成講座の実施や啓発活動が推進さ
れている。世代を問わず広く認知症理解の
促進に努め、普及活動が着実に進展して
いる市町村もある。
【課題】
一部の機関では、主力業務外を理由とし
た未実施や、イベント・研修の実施が限ら
れている現状が見られ、全地域での計画
的な啓発機会の確保と、関係機関間の連
携強化が課題である。

認知症サポーター養成講座の開催、参加 20市町村のうち、17市町村で実施 同左

精神障がい者に対する関係者と連携した支援 照会した36関係団体のうち、7団体で実施 １増加する見込み

【認知症】

【評価】
障害者就業・生活支援センターを中心とし
た関係機関との連携体制は概ね整備され
ており、対象者がいる場合には、各地域に
おいて個別支援が実施されている。小規
模自治体においても、地域の特性を踏まえ
た柔軟な対応が図られており、支援ネット
ワークの基盤が一定程度構築されている。
【課題】
個別支援にとどまることが多く体系的な就
労支援ネットワークの構築には至っていな
い。また、支援の実績が乏しい地域におい
ては、関係機関間の連携強化や支援スキ
ルの向上を図る仕組みづくりが今後の課
題である。

◎関係団体の取組

認知症に関する普及啓発 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 同左

認知症に関する普及啓発 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施

精神障がい者に対する関係者と連携した支援 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

精神障がい者に対する関係者と連携した支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

○ 精神障がいの特性や疾患の状
態に応じた就労支援を推進する
ため、就業面と生活面における
一体的な支援を行う障害者就
業・生活支援センターにより、地
域における関係機関・団体の就
労支援ネットワークの構築を図り
ます。

◎市町村の取組

精神障がい者に対する関係者と連携した支援 20市町村のうち、11市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

３増加する見込み

国が実施する認知行動療法に関する研修の参加、周知 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 １増加する見込み

院内又は地域を対象とした専門職による研修開催 ＪＡ北海道厚生連 ニセコ羊蹄広域 倶知安厚生病院 同左

【評価】
一部の市町村では、国が実施する研修
情報を関係者に周知する体制がある。
認知行動療法に特化した研修の受講実
績は少なく、人員不足等の理由から研修
参加の働きかけが困難な市町村もある。
【課題】
国や道の研修情報を積極的に周知する
など、地域の保健医療関係者が研修機
会を活用できる環境整備が求められる。

国が実施する認知行動療法に関する研修の参加、周知 20市町村のうち、1市町村で実施 ３増加する見込み

◎道立保健所の取組

国が実施する認知行動療法に関する研修の参加、周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

かかりつけ医等うつ病対応力向上研修の周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

地域・職域に対するうつ病に関する健康教育の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施

うつ病に関する研修の参加 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 ３増加する見込み

○ 認知行動療法についての知識
普及のため、保健医療関係者な
どに対し、国等が実施する研修
の受講を働きかけます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

うつ病に関する研修の開催、参加、周知 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 １増加する見込み

◎関係団体の取組

かかりつけ医等うつ病対応力向上研修の周知、参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

産業医等と精神科専門医との連携した支援 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

国が実施する認知行動療法に関する研修の参加、周知 照会した36関係団体のうち、2団体で実施

【評価】
一部の市町村では、自殺対策計画に基
づき事業所への情報提供を通じて、メン
タルヘルスへの関心と関係機関とのつな
がりを促進する取組がみられた。また、研
修への参加意欲を示す声もあり、関係機
関との連携強化に向けた基盤整備の推
進が期待される。
【課題】
うつ病患者への対応力向上に向けた取
組が進んでいない地域が多い。今後は
医療機関や関係団体と連携し、精神科専
門医との連携体制の構築と、かかりつけ
医や関係職員の知識向上を目的とした
研修の機会確保が求められる。

地域・職域に対するうつ病に関する健康教育の実施 20市町村のうち、4市町村で実施 ３増加する見込み

うつ病に関する研修の参加 20市町村のうち、5市町村で実施 ２増加する見込み

村内事業所への相談窓口の情報提供 泊村 －

【うつ病・躁うつ病】

○ うつ病の診療知識の普及や精
神科専門医との連携を推進する
ため、内科医等かかりつけ医の
対応力向上のための研修会受
講について働きかけます。

◎市町村の取組

同左

精神保健協会による精神保健ミニ講座の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

○ 　地域・職域における産業医等と
精神科専門医の連携強化を促
進するため、医療関係団体と連
携した、うつ病に関する研修や
連携システムの構築に努めま
す。

◎道立保健所の取組
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
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相談ケースに応じた情報提供 － 小樽地域障がい者相談支援センターさぽーとひろば

◎医療機関の取組

摂食障害患者に対する医療の提供について自院のホームページに掲載 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

PTSDに関する研修の参加 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ３増加する見込み

PTSDに関する研修の参加 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

トラウマフォーカストＣＢＴについての院内教育の実施 （医）北仁会 石橋病院 同左

PTSDに関する研修の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

【評価】
PTSDの相談があった際には、一部の市
町村において情報提供が行われており、
次年度以降は増加の傾向が見込まれる。
また、対象者がいる場合には研修参加を
検討するなど、人材育成への意識も一部
で確認された。
【課題】
PTSDに特化した支援の実績や継続的な
取り組みは実績は少なく、専門職の育成
も進んでいない市町村が多い。今後は、
研修機会の活用による人材育成と、相談
対応に関する情報提供体制の強化が求
められる。

PTSDに関する相談窓口等の適切な情報提供 20市町村のうち、2市町村で実施 ６増加する見込み

◎道立保健所の取組

PTSDに関する相談窓口等の適切な情報提供 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）】

○ ＰＴＳＤの当事者が適切な支援
を受けられるよう、道のホーム
ページを活用するなど相談窓口
や医療機関に関する情報の提
供に努めます。

◎市町村の取組

○ ＰＴＳＤに対応できる専門職の
養成に資するため、厚生労働省
等が主催する支援に必要な知
識や対応技術に関する研修に
参加する等、人材育成に努めま
す。

◎市町村の取組

PTSDに関する研修の参加 20市町村のうち、1市町村で実施 ４増加する見込み

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

依存症に関する研修会の参加 照会した36関係団体のうち、6団体で実施 １増加する見込み

依存症対策に関する連絡会議の参加 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ３増加する見込み

患者会、家族会、自助グループの活動状況の把握及び活用 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 １増加する見込み

関係機関と連携した支援 照会した36関係団体のうち、3団体で実施 ４増加する見込み

依存症対策に関する連絡会議の参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

同左

依存症に関する知識、相談窓口、自助グループ等の普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

依存症対策に関する連絡会議の参加 20市町村のうち、4市町村で実施 ３増加する見込み

◎道立保健所の取組

依存症専門医療機関と連携した支援 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

依存症に関する研修会の参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

依存症に関する知識、相談窓口、自助グループ等の普及啓発 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

関係機関と連携した支援 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎医療機関の取組

当事者・家族に対する、依存症に関する疾病教育の実施 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

【評価】
一部市町村では、依存症が疑われる住
民に対して保健指導や受診勧奨を行うな
ど、初期対応は実施されているほか、研
修や社会資源の必要性についての認識
も見られる。
【課題】
住民への啓発や自助グループとの連携、
支援者によるミーティング手法の習得等
については、多くの市町村で未整備また
は未実施の状況であり、支援体制の構築
には課題がある。今後は地域資源の把握
や情報の見える化、関係機関との連携強
化が求められる。

患者会、家族会、自助グループの活動状況の把握及び活用 20市町村のうち、4市町村で実施 ２増加する見込み

依存症が疑われる住民に対する健診時の保健指導、受診勧奨 20市町村のうち、10市町村で実施 ２増加する見込み

依存症に関する研修会の参加 20市町村のうち、5市町村で実施 ３増加する見込み

【依存症】

○ 依存症に関する知識を普及
し、当事者・家族を地域で支援
することができるよう、住民に対
す る 啓 発 や 依 存 症 の 自 助 グ
ループや支援者が実施している
ミーティングの手法を学ぶ機会
の確保など、依存症支援体制の
構築を促進します。

◎市町村の取組

依存症に関する研修会の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

依存症対策に関する連絡会議の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

患者会、家族会、自助グループの活動状況の把握及び活用 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

「第２期北海道アルコール健康
障害対策推進計画」及び「第２
期北海道ギャンブル等依存症対
策推進計画」に基づき、予防及
び相談から治療回復支援に至る
切れ目のない支援体制を整備し
ます。

当事者・家族に対する相談支援及び依存症に関する疾病教育の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施

【評価】
多くの市町村において取組が推進されて
おり、相談支援と関係機関との連携により、
安心して生活できる環境づくりが推進され
ている。
また、専門医療機関では多職種が連携し、
地域のニーズに応える体制整備を進めて
おり、外来受診者数の増加に対応する新
たな体制強化も始まっている。
【課題】
発達支援センターの機能強化や体制整備
が進まない地域もあり、長年の課題となっ
ている。今後は、市町村への体制整備の
働きかけを強化するとともに、専門機関に
おいても受け入れ体制の維持・拡充に向
けた支援が求められる。

発達障がいに関する相談支援の実施 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

発達障がい支援体制に関する会議の参加 20市町村のうち、17市町村で実施 １増加する見込み

関係機関と連携した支援 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

関係機関と連携した支援 照会した36関係団体のうち、5団体で実施 １増加する見込み

自立支援協議会専門部会において学習会を実施 羊蹄山ろく相談支援センター 同左

関係機関と連携した支援 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

関係機関と連携した支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

○ 発達障がいのある人やその家
族等が速やかに医療機関を利
用できるよう、道のホームページ
を活用するなど医療機関に関す
る情報の提供に努めるなど、発
達障がい早期診断に向けた体
制づくりを推進します。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

早期に適切な情報提供を実施 照会した36関係団体のうち、2団体で実施 ２増加する見込み

○ 発達障がいのある人が身近な
地域において適切な診療を受
け、また、その家族が適切な療
育的相談、医療的相談ができる
よう、市町村における包括的な
子ども発達支援体制の整備を支
援するほか、地域の保健・医療・
福祉・教育等の関係機関のネッ
トワークを構築し、ライフステージ
に応じた切れ目のない支援を促
進します。

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

早期に適切な情報提供を実施 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

発達障がいに関する相談支援の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

発達障がい支援体制に関する会議の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【評価】
多くの市町村や一部の医療機関におい
ては、職員が積極的に発達障がいに関
する研修や学会へ参加し、専門性の向
上に努めている。また、家族支援を含め
た理解の重要性も認識されている。
【課題】
相談件数に応じて研修参加を検討する
機関もあることから、支援力を底上げする
ため、関係機関への研修受講の一層の
働きかけと、受講機会の拡充が必要であ
る。

地域の支援関係者を対象とする発達障がいに関する専門性の向上を図る
研修の参加

20市町村のうち、16市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

地域の支援関係者を対象とする発達障がいに関する専門性の向上を図る
研修の周知、参加

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【評価】
多くの市町村において取組が推進されて
おり、一部では、相談受理時や乳幼児健
診の場で医療機関の情報提供を行うなど、
発達障がいの早期診断に向けた支援体制
の整備が進められている。
【課題】
必要に応じた医療情報の提供を実施して
いる市町村や団体があり、平時からの周
知・啓発の仕組みづくりが求められる。今
後は、道のホームページ等の情報資源を
活用しつつ、関係機関との連携強化と住
民への情報提供の充実が必要である。

早期に適切な情報提供を実施 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

早期に適切な情報提供を実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

地域の支援関係者を対象とする発達障がいに関する専門性の向上を図る
研修の参加

照会した36関係団体のうち、3団体で実施 ４増加する見込み

同左

◎関係団体の取組

【評価】
多くの市町村で取組が実施されているほ
か、一部の市町村や関係機関では、関係
機関連携による相談支援体制が整備さ
れ、教育機関や福祉サービスとの連携を
通じた早期支援や医療機関へのつなぎ
が図られている。また、専門医療機関との
連携や職員の兼務により、療育の質向上
や家族支援にも積極的に取り組まれてい
る。
【課題】
対象者が発生した場合に個別対応を行う
体制にとどまることもあるため、関係機関
のネットワーク構築が求められる。

◎関係団体の取組

○ 発達障がいのある人やその家
族等を適切な支援につなげられ
るよう、発達障がいに関する専門
性の向上を図るため、地域の保
健・医療・福祉・教育等の職員を
対象にした研修受講について働
きかけます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

妊婦検診から産婦健診における乳幼児健診の受診勧奨 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

管内自治体での乳幼児健診等からの受け入れ （福）恩賜財団済生会支部北海道済生会小樽病院 同左

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

地域の支援関係者を対象とする発達障がいに関する専門性の向上を図る
研修の開催、参加

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 １増加する見込み

◎関係団体の取組

○ 心の問題を持つ子どもが身近
な地域で適切な診療を受け、ま
た、その家族が適切な医療的相
談ができるよう、市町村に必要な
専門的支援の確保に努めるほ
か、地域の保健・医療・福祉・教
育等の関係機関のネットワークを
構築し、連携の促進を図ります。

◎市町村の取組

心の問題を持つ子どもや家族に対する相談支援 20市町村のうち、14市町村で実施 ４増加する見込み

関係機関と連携した支援

○ 発達障がいの早期発見や適切
な成長・発達を促すため、乳幼
児健康診査について市町村から
の受診勧奨を徹底します。

◎市町村の取組 【評価】
多くの市町村で乳幼児健診の受診勧奨
が行われているほか、一部の市町村にお
いては、乳幼児健診における全件面談や
心理士との相談体制の構築、巡回相談
の活用等により、発達に課題を抱える児
への早期支援につなげる体制が整えら
れている。医療機関も地域からの紹介を
受け入れ、診療・療育に積極的に対応し
ている。

妊娠期から出産後における、家庭訪問や健康相談時の乳幼児健診の受診
勧奨

20市町村のうち、19市町村で実施 同左

関係機関と連携した支援 照会した36関係団体のうち、2団体で実施 ３増加する見込み

【発達障がい】

入院治療機能を持つ専門医療
機関との連携等、心の診療を必
要とする子どもやその家族が身
近な地域で診療を受けられる体
制構築の促進を図ります。

関係機関と連携した支援 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 １減少する見込み

かかりつけ医から入院治療機能を持つ専門医療機関への紹介 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施

同左

◎道立保健所の取組

児童・思春期精神疾患に関する研修の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

関係機関と連携した支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

20市町村のうち、14市町村で実施 ４増加する見込み

◎道立保健所の取組

心の問題を持つ子どもや家族に対する相談支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 心の問題の発見後、適切な療
育や子育てに対する不安の解
消などの支援につなげられるよ
う、児童・思春期精神疾患に関
する専門性の向上を図るため、
保健福祉に関わる職員を対象と
した研修に積極的に参加しま
す。

◎市町村の取組 【評価】
一部の医療機関や市町村では、職員が
専門学会や研修会への参加を通じて児
童・思春期精神疾患に関する知識の習
得に努めており、専門性の向上に向けた
姿勢が見られる。
【課題】
人員不足等により研修への参加が困難
な市町村も存在し、地域間で取組にばら
つきがある。

児童・思春期精神疾患に関する研修の参加 20市町村のうち、9市町村で実施 ４増加する見込み

【児童・思春期精神疾患】

◎関係団体の取組

児童・思春期精神疾患に関する研修の参加 照会した36関係団体のうち、2団体で実施 ３増加する見込み

◎医療機関の取組

児童・思春期精神疾患に関する研修の参加 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施
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同左

精神科救急医療体制整備事
業において、新型コロナウイルス
感染症をはじめとした新興感染
症への対応に係る検討を進めま
す。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

【評価】
精神科救急ブロック調整会議において、
一般救急を担う医療機関との連携体制や
受入ルールの検討が進められており、今
後の機能強化が期待される。
【課題】
精神科と一般救急との連携の重要性を改
めて周知し、連携の強化が求められる。

会議要請への対応 － 真狩村

◎道立保健所の取組

会議において一般救急を担う医療機関との協力体制や救急搬送時の受入
ルールづくりについて検討

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

会議等において新興感染症への対応についての検討 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

会議等において新興感染症への対応についての検討 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

【評価】
新興感染症への対応強化に向け、精神
科救急ブロック調整会議において在り方
の検討がされており、感染症対応力の向
上が期待される。
【課題】
危機対応力向上の観点から、関係機関と
のさらなる連携強化と共通理解の醸成が
必要である。

会議等への参加 － 真狩村

◎道立保健所の取組

会議等において新興感染症への対応についての検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施

身体合併症を有する救急患者
への対応が円滑に行われるよ
う、一般救急を担う医療機関との
協力体制や救急搬送時の受入
ルールづくりについて、引き続
き、精神科救急医療体制整備事
業道央ブロック調整会議におい
て検討します。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

また、当圏域内に輪番病院が確
保できていない状況があることか
ら、遠隔地域支援病院制度の活
用により、円滑な精神科救急患
者の受入を図ります。

精神科救急体制の利用が必要な患者の受入 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

精神科救急体制の利用が必要な患者に関する、受入先病院への診療情報
の提供

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

会議において一般救急を担う医療機関との協力体制や救急搬送時の受入
ルールづくりについて検討

照会した36関係団体のうち、0団体で実施 同左

会議において一般救急を担う医療機関との協力体制や救急搬送時の受入
ルールづくりについて検討

照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

休日・夜間の緊急の相談や救
急医療を必要とする方に対応す
ることができるよう、精神科病院
はもとより、自院患者への対応や
診療情報の速やかな提供など
精神科診療所の協力も得なが
ら、精神科救急体制の確保に努
めます。

◎市町村の取組 【評価】
精神科救急体制の確保に向け、休日・夜
間を含む緊急対応において、関係機関と
の連携調整を行い、適切な医療提供が
行われている。また、事後の検討を通じて
課題の抽出と改善に向けた検討が行わ
れている。
【課題】
今後は、退院後の支援なども含め、市町
村との連携した取り組みにより地域全体
で切れ目のない支援体制の整備が必要
である。

◎道立保健所の取組

精神科救急体制の利用が必要な患者に関する相談、受診調整

地域生活支援拠点整備に向けたコーディネーター業務 しりべし圏域総合支援センター 同左

【精神科救急・身体合併症】

てんかん患者や家族に対する相談支援 照会した36関係団体のうち、2団体で実施 ２増加する見込み

てんかん患者に対する関係機関と連携した支援 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ２増加する見込み

老年期に発症するてんかんに
関して医療関係者等への理解
の促進に取り組みます。

◎市町村の取組

てんかん関する普及啓発 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 １増加する見込み

遠隔地域支援病院制度利用後の課題の把握など運用の見直し 未実施 同左

◎医療機関の取組

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

精神科救急体制利用後の課題の把握など運用の見直し 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

遠隔地域支援病院制度を活用した精神科救急患者の受入調整の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

てんかん関する普及啓発 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 ３増加する見込み

◎関係団体の取組

◎関係団体の取組

未治療のてんかん患者や家族に対する疾病教育、必要に応じた受診勧奨 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

【評価】
老年期に発症するてんかんについての
理解促進に関する目標に対し、一部の市
町村より、現時点での実績はないがケー
スに応じて対応していく意向が確認され
た。
【課題】
今後は、必要性の理解を共有し、広域的
な取組の必要性を検討していくことが求
められる。

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

てんかんに関する研修の開催、参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 １増加する見込み

【評価】
てんかん患者への支援については、一部
の市町村において、必要に応じた受診勧
奨や支援の実施が可能な体制が整って
おり、柔軟な対応が見られる。また、一部
の市町村では、同行受診を含む具体的
な支援方法が示されており、実効性のあ
る支援体制が期待される。
【課題】
令和6年度の実績がない市町村が多い
が、対象がいれば対応する意向を示して
いるため、継続的な普及啓発や住民への
情報提供が必要である。

未治療のてんかん患者や家族に対する疾病教育、必要に応じた受診勧奨 20市町村のうち、1市町村で実施 ６増加する見込み

◎道立保健所の取組

てんかんに関する研修の開催、参加 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ２増加する見込み

同左

てんかん患者や家族に対する相談支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

てんかん患者に対する関係機関と連携した支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

てんかん患者に対する関係機関と連携した支援 20市町村のうち、7市町村で実施 ４増加する見込み

◎道立保健所の取組

○ 未治療のてんかん患者やその
家族に対し、てんかんに関する
知識の普及啓発等に取り組むほ
か、必要に応じ受診勧奨するな
ど、適切な治療につなげる取組
を推進します。

◎市町村の取組

二次診療施設と三次医療施設との連携した支援 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

未治療のてんかん患者や家族に対する疾病教育、必要に応じた受診勧奨 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 ３増加する見込み

未治療のてんかん患者の受入 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

【評価】
摂食障害に関する医療機関情報の提供
については、一部の市町村では対象者
がいる場合に必要の応じた情報提供が
行えている。次年度以降増加の傾向が見
られる。
【課題】
適切な情報提供と関係機関との連携強
化が求められる。

摂食障害に係る医療機関の適切な情報提供 20市町村のうち、3市町村で実施 ６増加する見込み

◎道立保健所の取組

摂食障害に係る医療機関の適切な情報提供 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 専門医による高度な医療が必
要な患者に対し、てんかん支援
拠点病院を中心に、当圏域の二
次診療施設である医療法人ひま
わり会札樽病院、JA北海道厚生
連倶知安厚生病院との診療連
携体制の構築や遠隔医療による
対応を進めます。

◎市町村の取組 【評価】
てんかんに関する診療連携については、
対象者がいる場合に柔軟に対応する体
制が整備されており、適宜必要な支援が
行われることが確認できる。
【課題】
遠隔医療の活用を含めた具体的な連携
体制の整備は依然として課題が残る。今
後は、連携手順の明確化や住民周知、
実務レベルでの事例蓄積が必要である。

てんかん患者や家族に対する相談支援 20市町村のうち、7市町村で実施 ４増加する見込み

摂食障害に係る医療機関の適切な情報提供 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ２増加する見込み

【てんかん】

◎医療機関の取組

かかりつけ医等と二次診療施設との連携した支援 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施

○ 摂食障害の当事者・家族等が
速やかに医療機関を利用できる
よう、道のホームページを活用す
るなど医療機関に関する情報の
提供に努めます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

摂食障害患者に対する関係者と連携した支援 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

摂食障害に関する研修の参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

摂食障害患者に対する医療の提供について自院のホームページに掲載 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

【評価】
摂食障害への対応については、対象者
がいる場合には支援や対応を行う意向が
一部の自治体で示されており、次年度以
降増加の傾向が見られる。
【課題】
プライマリケアを担う医療機関等への啓
発の強化や、広域的な医療機関連携の
仕組みづくりが求められる。

摂食障害患者に対する関係者と連携した支援 20市町村のうち、3市町村で実施 ６増加する見込み

◎道立保健所の取組

摂食障害患者に対する関係者と連携した支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【摂食障害】

○ プライマリケアを担う医療機
関、小児科医、内科医等への摂
食障害に関する普及啓発を進
めるとともに、医療機関における
連携体制の構築を推進します。

◎市町村の取組

摂食障害患者に対する関係者と連携した支援 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

高次脳機能障がいに関する普及啓発、相談窓口の周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

高次脳機能障がいに関する研修の参加 照会した36関係団体のうち、3団体で実施 ３増加する見込み

高次脳機能障がいに関する相談窓口の周知 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 ２増加する見込み

◎関係団体の取組

関係機関と連携した支援 照会した36関係団体のうち、4団体で実施 ２増加する見込み

関係機関と連携した支援 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

高次脳機能障がいに関する相談窓口の周知 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

【評価】
高次脳機能障がいに対しては、相談対応
や必要時の関係機関との連携を行う体制
が一部の市町村で整備されており、次年
度以降増加の傾向が見られる。
【課題】
積極的な支援の実施や継続的な研修受
講の体制が整っていない市町村も多く、
地域全体での支援・診療体制の底上げ
が求められる。今後は、相談機能の強化
や医療関係者への研修機会の周知・参
加促進が必要である。

高次脳機能障がいに関する研修の参加 20市町村のうち、0市町村で実施 ３増加する見込み

関係機関と連携した支援 20市町村のうち、3市町村で実施 ５増加する見込み

高次脳機能障がいに関する相談窓口の周知 20市町村のうち、4市町村で実施 ３増加する見込み

【高次脳機能障がい】

○ 高次脳機能障がいの当事者・
家族が身近な地域で支援を受
けられるよう、保健所における相
談機能の強化や相談窓口の周
知を図るとともに、地域において
高次脳機能障がいの診断等が
可能となるよう、医療関係者等を
対象とする研修の受講を働きか
けるなど、支援及び診療体制の
充実を図ります。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

高次脳機能障がいに関する研修の参加 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

高次脳機能障がいに関する研修の実施及び参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

関係機関と連携した支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

【医療観察法】

◎関係団体の取組

○ ＤＰＡＴ先遣隊の更なる設置や
災害時に備えたＤＰＡＴの派遣
体制の充実に向け、関係機関と
の調整やＤＰＡＴ構成員の資質
向上のための研修等を活用しま
す。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【評価】
災害時における精神科医療支援体制の
強化に向けたDPAT（災害派遣精神医療
チーム）体制の整備に関して、研修参加
への前向きな意向が一部の市町村で確
認された。
【課題】
関係機関との連携強化を図るとともに、資
質向上のための研修参加の促進が求め
られる。

DPATや関係機関と連携した災害支援に係る研修の参加 20市町村のうち、2市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

DPATや関係機関と連携した災害支援に係る研修の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 医療観察法による通院決定、
退院決定を受けた方を対象とし
て実施される「地域社会におけ
る処遇」において、生活に必要
な支援が円滑に提供されるよう、
指定通院医療機関、保護観察
所、市町村及び相談支援機関
等の関係機関と連携して取り組
みます。

◎市町村の取組 【評価】
医療観察法に基づく処遇対象者への支
援について、対象者の有無に応じて柔軟
に対応する姿勢等、必要時には支援体
制を整える準備があることが確認された。
【課題】
潜在的な支援ニーズに備え、関係機関と
の平時からの情報共有・連携体制の強化
を図ることが求められる。

医療観察法による通院決定、退院決定を受けた方に対する関係機関と連携
した支援

20市町村のうち、4市町村で実施 ６増加する見込み

DPATや関係機関と連携した災害支援に係る研修の参加 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 ２増加する見込み

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

平時における入院患者の搬送方法、外来患者の医療継続方法の検討 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

DPATや関係機関と連携した災害支援に係る研修の参加 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

医療観察法による通院決定、退院決定を受けた方に対する関係機関と連携
した支援

照会した36関係団体のうち、1団体で実施 １増加する見込み

◎医療機関の取組

医療観察法による通院決定、退院決定を受けた方に対する関係機関と連携
した支援

照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

医療観察法による通院決定、退院決定を受けた方に対する関係機関と連携
した支援

災害時の受援体制に係る研修の参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

想定される災害の規模や被害状況、地域の精神患者の現状や医療の把握 未実施 同左

平時における精神保健医療体制の課題の整理 未実施 同左

【評価】
災害時における精神科医療の継続に向
け、受援体制整備や研修参加の取組に
ついて、一部市町村では名簿や計画の
整備、必要に応じた研修参加の意向が
示されており、体制構築に向けた基盤づ
くりが進められている。
【課題】
災害時における精神科患者支援の必要
性や、受援体制の具体化と人材育成が
求められる。

災害時の受援体制に係る研修の参加 20市町村のうち、5市町村で実施 ２増加する見込み

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成 20市町村のうち、15市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

災害時の受援体制に係る研修の参加 照会した36関係団体のうち、1団体で実施 同左

災害時の受援体制に係る研修の参加 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

想定される災害の規模、被害状況の把握

【災害精神医療】

○ 災害発生により、精神科医療
機関が機能停止した場合を想定
し、入院患者の搬送方法や外来
患者の医療継続の方法等を検
討するほか、ＤＰＡＴを含めた医
療チーム派遣に対応するための
受援体制の整備を進めます。

◎市町村の取組

SNS等による相談の実施、周知 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

ＳＮＳ相談事業の周知及び活用 照会した36関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

【評価】
SNSを活用した相談体制の整備について、
一部市町村では既にLINEを活用した個別
支援を行うなどの取組が見られるほか、適
宜、SNS相談事業の周知も行われている。
【課題】
緊急対応に不向きとの理由や管理面の負
担から、SNS相談の活用を行っていない市
町村や関係機関もあり、多様化する相談
ニーズへの対応には課題が残る。今後は、
SNSの特性を踏まえた活用可能性や運用
体制の整備に向けた検討と関係機関との
連携が必要である。

SNS等による相談の実施、周知 20市町村のうち、3市町村で実施 １増加する見込み

ＳＮＳ相談事業の周知及び活用 20市町村のうち、4市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

自殺や自殺関連事象、うつ病、相談窓口に係る普及啓発 照会した36関係団体のうち、2団体で実施 ３増加する見込み

○ 子ども・若者や女性の自殺対
策の一環として、日常的な連絡
手段としてＳＮＳが用いられてい
る現状に鑑み、多様な相談ニー
ズに対応するため、ＳＮＳ相談事
業の周知・活用を図り、必要に
応じた関係機関との連携・支援
を行います。

◎市町村の取組

ＳＮＳ相談事業の周知及び活用 倶知安保健所、岩内保健所で実施

◎関係団体の取組

自殺予防に係る研修の参加 照会した36関係団体のうち、4団体で実施 ２増加する見込み

○ 保健・医療・福祉・労働・教育
等の関係機関から構成される
「北海道自殺対策連絡会議」の
構成機関・団体と連携し、地域
における人材養成や相談体制
の確保等、「第４期北海道自殺
対策行動計画」に基づき、総合
的な自殺対策を推進します。

◎市町村の取組 【評価】
自殺対策に関し、関係機関と連携した人
材養成や相談体制の確保を進める中で、
一部の市町村では計画策定が進行中ま
たは既に完了しており、相談支援機関に
おいても研修参加や情報周知など、地域
に根ざした取組が実施されている。
【課題】
今後は、「第４期北海道自殺対策行動計
画」に基づく取組の統一性と実効性を確
保するため、関係機関間の連携強化と支
援体制の拡充が求められる。

地域の実情を勘案した自殺対策計画の策定 20市町村のうち、15市町村で実施 １増加する見込み

自殺予防に係る研修の開催、参加 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 １増加する見込み

自殺や自殺関連事象、うつ病、相談窓口に係る普及啓発 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 １増加する見込み

自殺予防対策地域連絡会議の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

自殺対策予防週間、自殺対策予防月間における自殺問題に係る正しい知
識や相談窓口の普及啓発

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

自殺予防に係る研修の開催、参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎道立保健所の取組

市町村による自殺対策計画の策定、進捗管理、検証への支援 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

自殺予防に係る研修の参加 20市町村のうち、7市町村で実施 ２増加する見込み

自殺や自殺関連事象、うつ病、相談窓口に係る普及啓発 20市町村のうち、12市町村で実施 ３増加する見込み

【自殺対策】
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１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

114

(R6)

84

(R6)

123

(R6)

98

(R6)

98

(R6)

97

(R6)

21

(R6)

83.0

(R6)

83.0

(R6)

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

＊2　目標値は、新型コロナウイルス感染症の発生・まん延時に確保した医療体制等を目安として、本推進方針で新たに設定したものであるため、現状値はありません。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
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○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 　新興感染症の発生を想定した
研修・訓練の実施や、こうした研
修会等への参加の促進など、感
染症対応を行う医療従事者や関
係職員等の資質の向上に努め
ます。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

訓練を含む研修等の協力及び出席 照会した内対象となる６医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

自施設での訓練及び研修の実施 照会した内対象となる６医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

【評価】
○新興感染症対応に従事する関係
職員の資質向上について、市町村
での取り組みを進めていくことが必
要である。医療機関では取り組みが
進んでいる。

訓練を含む研修等の出席 20市町村のうち、5市町村で実施 ３増加する見込み

◎道立保健所の取組

医療人材の応援に備えた準備及び必要時の派遣 照会した内対象となる6医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

訓練を含む研修等の企画、周知、実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

　感染症医療担当従事者等を派
遣する医療機関と平時に医療措
置協定を締結するなど、医療人
材の応援体制の整備に努めま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○医療措置協定については、医療
人材の応援体制を含めて締結済み
である。

◎道立保健所の取組

必要時に、医療人材の応援に向けた調整 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

研修等の実施 照会した内対象となる6医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

同左

◎関係団体の取組

イ　人材の確保及び資質の向上

感染拡大が予測される感染症の発生状況について、保健所等と情報
共有を行う

照会した内対象となる6医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

必要時に、検査や発熱外来の実施 照会した内対象となる6医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

　感染拡大のおそれがある感染
症への対応を的確に行うため、
衛生研究所や感染症指定医療
機関等と緊密に連携し、当該感
染症に係る情報の収集・分析、
対応方針の共有に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○感染拡大防止の取り組みが各機
関で適切に行うことができるよう、引
き続き関係機関との情報共有を行
う。

住民の健康や生活状況について把握し、保健所等と共有を実施 20市町村のうち、12市町村で実施 必要に応じ適宜実施

感染棟の設置 真狩村

感染予防にかかる最新の情報の提供 照会した内対象となる12関係団体のうち、3関係団体で実施 同左

施設内研修の実施 照会した内対象となる5関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

必要時に、検査や発熱外来の調整 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

同左

◎道立保健所の取組

相談対応等により、状況把握し関係機関と情報共有する 倶知安保健所、岩内保健所で実施

院内研修の実施 照会した内対象となる6医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

感染予防にかかる最新の情報や研究等の情報収集及び情報提供 照会した内対象となる6医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

　病院等において感染症が発生
し又はまん延しないよう、最新の
医学的知見や医療機関におけ
る実際の対応事例を踏まえた施
設内感染対策に関する情報や
研究の成果及び講習会・研修に
関する情報提供や、活用の促進
に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○蔓延防止に関する情報提供等と
して、多くの機関で相談対応や研修
等に取り組むことができている。

住民からの相談対応の実施 20市町村のうち、15市町村で実施 必要に応じ適宜実施

住民への正しい感染予防方法の周知

住民及び市町村、医療機関等からの相談対応 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

研修の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

20市町村のうち、15市町村で実施 必要に応じ適宜実施

◎道立保健所の取組

感染予防にかかる最新の情報や研究等の情報収集及び情報提供 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

同左

（適切な感染対策）

医療機関が整備すべき個人防護具の備蓄・管理 照会した内対象となる６医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

（個人防護具の備蓄）

　新興感染症のパンデミック時に
備え、診療等の際に用いる個人
防護具が不足しないよう、医療
措置協定の締結などを通じて、
医療機関における個人防護具
の備蓄の促進に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村や関係団体での備蓄を進
めることが必要である。医療機関に
よる個人防護具の備蓄は進んでい
る。保健所が整備すべき個人防護具の備蓄・管理 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

市町村が整備すべき個人防護具の備蓄・管理 20市町村のうち、14市町村で実施 1増加する見込み

◎道立保健所の取組

関係団体が整備すべき個人防護具の備蓄・管理 照会した内対象となる5関係団体のうち、2関係団体で実施

◎関係団体の取組

必要時開催されるWEB会議等への参加に向けた準備や対応 照会した12関係団体のうち、2関係団体で実施 同左

必要な医療等の提供に向けた準備や対応 照会した内対象となる６医療機関のうち、3医療機関で実施 1増加する見込み

必要時開催されるWEB会議等への参加に向けた準備や対応 照会した内対象となる６医療機関のうち、３医療機関で実施 1増加する見込み

新興感染症の発生を想定した所内研修の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

健康危機管理対処計画（感染症編）に基づいた体制整備 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

必要時に開催されるWEB会議等の準備と対応（関係機関の選定、役割
分担の整理など）

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【評価】
○新型インフルエンザ対策行動計
画について、令和６年度時点で未策
定の市町村がある。また、必要時開
催するWEB会議参加への準備は十
分な状況ではない。

【課題】
○新型インフルエンザ対策行動計
画について、令和７年度中に全市町
村が策定できるよう働きかけが必要
である。

体制整備
（流行初期期
間経過後）

　新興感染症が発生した際に、
速やかに入院、外来診療、自宅
療養者等への医療等が提供で
きるよう、医療措置協定をはじ
め、関係者や関係機関とともに、
平時から計画的な準備に努めま
す。また、主に当該感染症に対
応する医療機関等と当該感染症
以外に対応する医療機関等の
役割分担が図られるようWEB会
議等を活用し調整に努めます。

◎市町村の取組

新型インフルエンザ対策行動計画の策定 20市町村のうち、14市町村で実施

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

ア　医療提供体制の確保
　　（医療機能の確保）

5増加する見込み

必要時開催されるWEB会議等への参加に向けた準備や対応 20市町村のうち、15市町村で実施 1増加する見込み

◎道立保健所の取組

実施件数等

　個人防護具を2ヶ月分以上確保している
　協定締結医療機関の割合（％）

83.0 80
協定を締結した病院、診療所、訪問看護
事業所の８割以上が、個人防護具の使用
量2か月分以上を備蓄

推進方針における取
り組みの照会結果

・目標値は達成できている。

　研修等を年１回以上実施等している
　協定締結医療機関の割合（％）

　自宅療養者等への医療提供機関数
　＜病院・診療所・訪問看護事業所＞（機関）

98

83.0 100 協定を締結した全医療機関で実施
推進方針における取
り組みの照会結果

・目標値を下回っている。

・目標値を超えている。　後方支援を行う医療機関数（機関） 21 6
新型コロナ対応で確保した最大の体制(後
方支援を行う医療機関数)を目安に第二次
医療圏ごとに設定

ｰ

ｰ ・目標値を超えている。

　発熱外来機関数（機関） 98 85
新型コロナ対応で確保した最大の体制
(2022年12月時点）を目安とし、第二次医
療圏ごとに設定

ｰ ・目標値を超えている。

　病床数（床） 123 103
新型コロナ対応で確保した最大の体制(2022年
12月時点）の入院患者数等を目安とし、第二次
医療圏ごとに設定

体制整備
（流行初期）

　病床数（床） 114 70

67

新型コロナ発生約１年後(2020年12月)の入
院患者数等を目安とし、第二次医療圏ごと
に設定

ｰ ・目標値を超えている。

　発熱外来機関数（機関） 84 5

新型コロナ発生約１年後(2020年12月)の新型コロナ
の診療・検査機関数(200床以上)を目安として、第
二次医療圏ごとに設定することを基本にしつつ、各
圏域の医療状況など地域実情を鑑みて医療機能を
確保

ｰ ・目標値を大幅に超えている。

新型コロナ対応で確保した最大の体制(自
宅療養者等への医療提供機関数)を目安
に第二次医療圏ごとに設定

ｰ

・目標値を超えている。

　自宅療養者等への医療提供機関数
　＜薬局＞（機関）

97 66 ・目標値を超えている。

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

08　新興感染症発生・まん延時における医療体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値
目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時

の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

28/30



１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

-

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

-

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

1.2

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

3.1

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

10　周産期医療体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

全国平均以
下

道目標値
　令和３年(2021年)北海道保健統計年報 現状値より増加

体制整備

　分娩を取り扱う
　医療機関数（10万対か所）

　15ｰ49歳女性
　10万人当たり

6.5 全国平均
現状より

増加

　北海道保健福祉部調査
　（令和５年４月現在）医療施設調査（静態）
　〔厚生労働省〕（令和２年）

現状値と比較する実績値がないため、
今回、評価不可とする。

　産科・産婦人科を標ぼうする病院、診療所の
　助産師外来開設割合（％）

28.5
全国平均

以上
現状維持

　北海道保健福祉部調査
　（令和５年４月現在）医療施設調査（静態）
　〔厚生労働省〕（令和２年）

現状値と比較する実績値がないため、
今回、評価不可とする。

（地域周産期センター等の体制）

　令和３年(2021年)北海道保健統計年報 現状値より減少

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

　周産期死亡率（千対）
　出生数＋妊娠満22週
　以降の死産

1.1
3.９

全国平均
以下

全国平均以
下

道目標値

安全に出産
できる体制

　新生児死亡率（千対） 　出生数
ｰ
0.9

全国平均
以下

地域周産期センターは周産期医療に
関する最先端の知識・技術が集積してい
る医育大学との連携を強め、医師の派遣
を受けながら、地域の医療資源と連携
し、地域の周産期医療の提供に努めま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村による補助金交付がされ周
産期医療体制が確保されている。
○地域周産期センターでは医育大学
から医師の派遣を受け、地域医療機関
と連携した周産期医療の提供がされて
いる。

周産期医療体制確保のための補助金交付により、周産期医療体制を支
援

20市町村のうち、20市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

地域周産期センターと地域の医療機関との連携した周産期医療の提供
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

医育大学から医師の派遣を受けた周産期医療の提供
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

ハイリスク妊婦は妊娠婦初期より医療機関等と連携を図る 20市町村のうち、16市町村で実施 1増加する見込み

プレコンセプションケアについての普及啓発 20市町村のうち、6市町村で実施 1増加する見込み

20市町村のうち、13市町村で実施 1増加する見込み

出産子育て給付金の給付 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

ハイリスク妊婦は妊娠婦初期より個別支援を開始 20市町村のうち、17市町村で実施 1増加する見込み

【評価】
○市町村では定期的な妊産婦健診の
受診勧奨やハイリスク妊婦への支援、
健診に係る交通費の助成等を実施し、
地域で安心して出産できるよう支援が
行われている。
○ハイリスク妊婦の対応について、必
要時医療機関、消防等関係機関、地
域保健との連携が取れている。
【課題】
○プレコンセプションケアについての
普及啓発を行っている機関は少なく、
今後妊娠前からの健康管理について
普及啓発が必要。

母子手帳交付時面接等で妊婦一般健康診査受診票を配布し、定期的
な妊産婦健診の受診を勧奨

20市町村のうち、20市町村で実施 同左

妊婦健康診査・出産・産後健診に係る通院交通費及び宿泊費の助成

照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
2医療機関で実施

1増加する見込み

養育者支援保健・医療連携システム事業等を活用し、医療機関等との
情報共有、連携の促進

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

無介助分娩等ハイリスク分娩について普及啓発 未実施
1増加する見込み
（倶知安保健所）

（妊産婦等への支援）

ハイリスク妊婦の対応について、地域保健と事前の連携、情報共有 照会した37関係団体のうち、1団体で実施 1増加する見込み

地域で安心して出産できるよう、周産期
医療に関する情報提供や相談機能を強
化するとともに、妊婦健診未受診者や無
介助分娩等のハイリスク分娩等を減少さ
せるためにも、市町村が実施している妊
婦一般健康診査への受診促進を図りま
す。

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

プレコンセプションケア等女性の健康に関する普及啓発と相談対応 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

ハイリスク妊婦について市町村との情報共有、連携の促進
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
2医療機関で実施

同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

プレコンセプションケアについての普及啓発

【評価】
○「養育支援保健・医療システム」事業
を活用し、産科医療機関と市町村、保
健所が情報共有、連携し必要の応じ未
受診等ハイリスク妊婦の支援がされて
いる。
○令和6年度保健所保健・医療養育支
援体制運営会議を開催し、関係機関
で意見交換、地域の現状や課題を共
有できた。
○妊娠・出産・子育てサポート力向上
研修会、母子保健研修会等を開催し、
母子保健に携わる関係者の資質向上
及び連携強化を図っている。

養育者支援保健・医療連携システム事業等を活用し、医療機関等との
情報共有、連携の促進

20市町村のうち、15市町村で実施 同左

養育者支援保健・医療連携システム事業等で把握したハイリスク妊婦へ
の継続した支援

20市町村のうち、15市町村で実施 同左

保健・医療養育支援体制運営会議等に参加し、関係機関とのネットワー
クの構築

20市町村のうち、14市町村で実施

ハイリスク妊婦への支援等、母子保健対策強化に関する研修会の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

養育者支援保健・医療システム事業の運用管理を行い、システムの効果
的な運用の促進

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

保健・医療養育支援体制運営会議会議を開催し、関係機関とのネット
ワークの構築、課題解決への取組

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

（搬送体制等の整備）

養育者支援保健・医療連携システム事業等を活用しハイリスク妊婦等、
地域保健との情報共有、連携の促進

照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

保健・医療養育支援体制運営会議等に参加し、関係機関とのネットワー
クの構築

照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

「養育支援保健・医療システム」事業を
活用し、産科医療機関と市町村、保健所
が情報共有、連携し未受診等ハイリスク
妊婦の支援継続に取り組みます。

◎市町村の取組

同左

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

研修会の開催、参加を通して消防等関係機関との連携を図る
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
2医療機関で実施

同左

北海道周産期救急情報システムや周
産期救急搬送コーディネーター等を活用
し、妊産婦や新生児のスムーズな総合周
産期センター等への救急搬送体制の確
保に取り組みます。

◎市町村の取組 【評価】
○消防機関において研修会が開催さ
れ、知識・技術の修得、緊急時に備え
た医療機関との連携強化が図られてい
る。

◎道立保健所の取組

周産期救急における知識・技術を修得のため継続した研修会の参加 照会した37関係団体のうち、3団体で実施 1減少する見込み

北海道周産期救急情報システム等の活用や医療機関と連携による安全
な搬送

照会した37関係団体のうち、2団体で実施 同左

◎関係団体の取組

周産期救急における知識・技術を修得のため継続した研修会の開催 照会した37関係団体のうち、1団体で実施 同左

【評価】
○身近なところに分娩対応医療機関が
少ない地域において半数以上の町村
で妊産婦健診に係る交通費助成がさ
れている。

妊婦健康診査・出産・産後健診に係る通院交通費及び宿泊費の助成 20市町村のうち、1２市町村で実施 1増加する見込み

◎道立保健所の取組

（妊産婦の多様なニーズに対応する取組）

◎医療機関の取組

遠隔妊婦健診の実施等連携体制を継続
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

身近なところに分娩対応医療機関がな
い地域における妊産婦や産婦人科医師
の負担軽減につながることから、産科及
び産婦人科以外の診療科を含めた医療
機関や関係団体と連携しながら、助産師
外来、院内助産所の開設等に努めます。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

無痛分娩を実施する医療機関につい
ては、無痛分娩関係学会・団体連絡協議
会（ＪＡＬＡ）の実施する研修、情報公開、
有害事象分析事業への参画を推進しま
す。

◎市町村の取組

無痛分娩関係学会・団体連絡協議会（ＪＡＬＡ）の実施する研修の参加
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

○ ＮＩＣＵ等に長期入院している児童の退
院を促進し、ＮＩＣＵ等の満床状態の解消
を図るとともに在宅療養等への円滑な移
行を促進するための地域療育支援施設
運営事業や、在宅療養中の定期的医学
管理及び保護者の労力の一時支援のた
めの日中一時支援事業などに取り組みま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○必要な児童がいる場合には取組が
されている。
【課題】
○訪問看護事業所等がない地域もあ
り、在宅で医学的管理を受けられる地
域が限られている。

医療機関より必要な児童の情報提供を受け、支援の実施

同左

◎関係団体の取組

（ＮＩＣＵ等に長期入院している児童等への支
援）

【評価】
○地域周産期センターにおいて、研修
が実施されている。◎道立保健所の取組

無痛分娩関係学会・団体連絡協議会（ＪＡＬＡ）の実施する研修等の情報
提供

未実施 2増加する見込み

◎医療機関の取組

養育者支援保健・医療連携システム事業の活用状況を把握し、関係機
関と共有、課題解決に向けた検討

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組 　

20市町村のうち、10市町村で実施 2増加する見込み

医療機関でのカンファレンスへの参加、関係機関の調整等、在宅への
移行促進に向けた体制整備

20市町村のうち、7市町村で実施 3増加する見込み

◎道立保健所の取組

長期入院している児童の退院促進に向けた市町村とのスムーズな情報
共有

照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
0医療機関で実施

同左

◎関係団体の取組 29/30



施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

（周産期における災害対策）

20市町村のうち、10市町村で実施 同左

妊産婦・新生児等の救急要請時の受け入れ先の事前調整など、平常時
から消防等関係機関との連携

20市町村のうち、5市町村で実施 2増加する見込み

◎道立保健所の取組

周産期医療体制に関する会議の開催

災害拠点病院や周産期母子医療センター等の連携体制の確保
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

平時から必要な物資の確保等備えを行うとともに、消防や行政、医療機
関等連絡体制の構築

照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

周産期医療体制に関する会議への出席 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

（周産期医療における新興感染症の発生・ま
ん延への対策）

周産期医療体制に関する会議への出席 照会した37関係団体のうち、1団体で実施 同左

妊産婦・新生児等のケアや救急要請時の受け入れ先の事前調整など、
平常時から関係部局との連携

照会した37関係団体のうち、1団体で実施 同左

災害時に周産期に係る適切な医療や
物資が提供されるよう、災害拠点病院や
総合周産期センター等の連携体制の確
保を進めるなど、災害時における周産期
医療体制の構築に努めます。

道は、「北海道災害時小児周産期リエ
ゾン」を活用し、災害時に保健医療福祉
調整本部等において、「北海道災害医療
コーディネーター」をサポートし、被災地
の医療ニーズ等の把握、分析や周産期
医療に関する助言や支援を行える体制
整備を図ります。

◎市町村の取組 【評価】
○災害時も含めた周産期医療体制確
保のため、地域周産期センターへの補
助金支援、周産期医療体制に関する
会議が開催されている。
○地域周産期センターでは災害時に
おける周産期医療体制の構築に取り
組まれている。
【課題】
○妊産婦・新生児等のケアや救急要
請時の受け入れ先の事前調整など平
時から関係部署との連携の不足。

周産期医療体制確保のための補助金交付により、周産期医療体制を支
援

20市町村のうち、20市町村で実施 同左

周産期医療体制に関する会議への出席
照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
1医療機関で実施

同左

◎関係団体の取組

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに
入院、外来診療、自宅療養者等への医
療等が提供できるよう、関係者や関係機
関と協議の上、医療措置協定を締結する
など、平時から計画的な準備に努めま
す。また、主に当該感染症に対応する医
療機関等と当該感染症以外に対応する
医療機関等の役割分担が図られるよう調
整に努めます。

◎市町村の取組 【評価・課題】
○市町村では新型インフルエンザ等
対策行動計画を策定し新興感染症発
生に備えた準備がすすめているところ
であり、引き続き準備を進めていく。
○医療機関では分娩の実施がある２医
療機関で新興感染症が発生した際の
体制が構築されている。

市町村新型インフルエンザ等対策行動計画の把握し、平時から市町村
との連携を図る

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

道計画に基づき平時から計画的な体制の構築

新型インフルエンザ等対策行動計画の策定 20市町村のうち、1５市町村で実施 ４増加する見込み

新興感染症が発生した際の対応について平時から計画的な準備 20市町村のうち、8市町村で実施 1増加する見込み

◎道立保健所の取組

新興感染症が発生した際に速やかに外来診療、入院、自宅療養等への
医療等が提供できるよう体制の構築

照会した産科・婦人科を標榜する６医療機関のうち、
2医療機関で実施

同左

◎関係団体の取組

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

新興感染症が発生した際に速やかに外来診療、入院、自宅療養等への
医療等が提供できるよう医療措置協定の締結など体制の構築

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組
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